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業務用商品の管理に JAN コードを活用　イオンディライト
−バーコードを活用して精度の高い資材・用度品の出荷・棚卸しを実現−

業務用分野で期待されるバーコ
ード活用

　業務用の商品は、一般消費財と違
って POS を通らないこともあり、
JAN コード、JAN シンボルを活用
した商品管理は、まだ一般的ではな
い。しかし、特にさまざまなメーカ
ーの商品を取り扱う卸売業を中心
に、バーコードを活用した商品管理
への要望と、商品への標準バーコー
ド表示を求める声は大きくなってき
ている。
　当センターでも、食品軽包装（食
品トレーやパック、レジ袋など生鮮
品や総菜、弁当などの包装資材や店
舗で使われる用度品）に関わる卸売
業・製造業の協力を得て、「食品軽
包装業界バーコード（JAN シンボ
ル・ITF シンボル）ソースマーキン
グガイド」を 2015 年に発行するな
ど、業務用分野での GS1標準の利
用推進に力を入れている。
　こうした動きに先駆けて、バーコ
ードを活用した間接資材・用度品管
理を実現したのがイオングループの
イオンディライト㈱（以下、イオン
ディライト）である。同社の前身の
チェルト㈱が、1996 年に JAN コー
ドによる資材・用度品のマスター管

理・商品管理を開始した（チェルト
は 2010 年にイオンディライトと合
併）。

JAN コードの認知度が低い中で
のバーコード運用開始

　イオンディライトは、設備管理や
清掃などのサービス提供、自動販売
機の管理・運営サービスの他、イオ
ングループの店舗やオフィスで使用
する消耗品や資材の調達、提供、管
理を行う企業である。自社で管理し
ているのは、レシートやビニール袋
など店舗で使用される用度品、手袋
やマスクなどの衛生用品、伝票や文
房具などの事務用品などで、SKU
数は約 1 万 1000、全国 9 ヵ所の物
流センターを通してイオングループ
の店舗、拠点に提供を行っている。
　バーコード活用の開始当初は、メ
ーカーの JAN コード、JAN シンボ
ルに対する認知度も低く、ソースマ
ーキングされているのは、一部の事
務用品メーカーの商品に限られてい
たとのことである。当時の取扱商品
のソースマーキング率は 1 － 2 割
程度であった。そのため、各メーカ
ーにソースマーキングを依頼しつ
つ、バーコード表示がない商品に
は、物流センターで入荷時にバーコ

ードラベルを貼付して運用を行って
いた。こうした地道な取り組みが実
を結び、現在では各物流センターに
納品される商品の約 99％に JAN コ
ードがソースマーキングされている。
　物流センターでは入荷検品、出荷
検品、棚卸しなどの業務が行われる
が、そのうちバーコードを活用して
いるのは、主に出荷検品と棚卸しで
ある。今回、千葉県八千代市にある
八千代資材センター（写真①）を訪
問し、バーコード活用業務について
話を伺った。

バーコードを出荷検品・棚卸し
に活用

　八千代資材センターは、4 階建て
の建屋のうち 1 階の 3 分の 2 と 2
階フロア全体の広さで、運営は委託
されている物流センターである。
　1 階は商品の入出荷対応を行うト
ラックバース、荷降ろしスペースの
他、ケース単位で出荷する商品を中
心に保管する倉庫である。2 階では
バラ出荷中心の在庫を保管してい
る。全国 9 ヵ所のセンターの中で
は取り扱いアイテム数が多いセンタ
ー で あ り、 単 品 で 在 庫 管 理 す る

イオンディライト㈱　会社概要

名称 イオンディライト株式会社

本社所在地 大阪市中央区南船場 2-3-2 南船場ハートビル

設立 1972 年 11 月 16 日

代表者 代表取締役社長　兼　社長執行役員　濵田　和成

資本金 32 億 3800 万円

従業員数 4034 名、グループ合計：1 万 3430 名（2018 年 2 月末）

事業内容
IFM（インテグレーテッド・ファシリティマネジメント）事業
設備管理、清掃、警備、建築・内装工事、自動販売機。
資材調達など

写真①　八千代資材センターの様子
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SKU 数は約 3000 に上る。
　出荷先として主にカバーするのは
関東圏であるが、頻度は低いが定期
的に注文が入る商品も在庫している
ため、出荷対応範囲は全国（1000
－ 2000 拠点）である。
　ソースマーキングされたバーコー
ドが活用されている出荷検品と棚卸
しの作業の流れは以下の通りである。
＜出荷検品＞
① ピッキングリストの店舗バーコ

ードをハンディスキャナで読み取
る。これにより、この店舗に出荷
すべき商品のデータがハンディス
キャナ側に取り込まれる。

② ピッキングリストに記載された
棚番を確認し、商品が保管されて
いるロケーションに移動する。

③ 商品の JAN シンボルをハンディ
スキャナで読み取り、数量を入
力。ピッキングリストに沿ってこ
の作業を繰り返す。
※既にスキャンした商品をもう一

度スキャンした場合や、数量を
誤って入力した場合、スキャナ
の画面にエラー表示が出る。

＜棚卸し＞
　棚卸しは半年に一度行われる。
① 商品の棚に付けられている棚卸

し用の棚番をスキャナに入力する。
② 商品の JAN シンボルをスキャ 

ナで読み取り、在庫の数量を入力
する。

③ 全商品のデータを入力後、デー
タ上の在庫数（帳簿在庫）と突合
を行う。

スピーディーで正確な商品管理
が可能に

　バーコード活用が業務にもたらし
た効果は大きく 2 つある。

（1）作業の平準化、効率化
　バーコード管理により、物流セン
ター内の作業が平準化し、1 人当た
りの生産性が向上した。新しいスタ
ッフが、現場の作業スピードに慣れ

るには、棚番の位置やさまざまな商
品の出荷単位（サイズや包装形態の
バリエーションが多い）など、現場
で覚えなければいけない内容もある
が、作業自体はシンプルなため、従
来に比べて速く作業をこなせるよう
になっている。
　また、棚卸し業務は、以前は目視
で商品在庫を確認し手書きで記録し
た内容を、Excel シートに入力して
在庫データとの照合を行っていたた
め、完了するまでに数日かかってい
たが、現在の仕組みでは延べ 1 日
で、バーコード読み取りから帳簿在
庫と実在庫の突合作業まで全てを完
了できるようになっている。

（2）在庫精度の大幅な向上
　バーコード活用により、毎月約
2000 件の出荷処理を行う中で、出
荷時のミスは月に数件程度に抑えら
れるようになった。このセンターの
棚卸し時の在庫差異は数千円－ 1
万円程度、ロス率は 0.00X％という
非常に高い在庫精度が実現されてい
る。また、発生するロスも、出荷ミ
スによるものは少なく、物流上の汚
損や破損によるものが大半というこ
とである。

読み取りやすいバーコードの重
要性を再認識

　このように、イオンディライトで
は、ソースマーキングされたバーコ
ードの活用により、非常に管理精度
の高い商品管理が実現できている。
　一方で、八千代資材センターに在
庫されている商品の中に、現場での
運用に支障があると思われるバーコ
ードがいくつか見られた。具体的に
は、刷り色が赤色であったり、バー
と背景のコントラストが弱かった
り、かすれていたりするシンボルな
どである（写真②）。
　JAN シンボルを読み取る一般的
なスキャナは赤いレーザーを JAN
シンボルに当て、バーとスペースの

色の違いからその反射率で JAN コ
ードの読み取りをしている。そのた
め、上記のようなバーコードは、読
み取れない、または読み取りに時間
がかかる。このような商品がある
と、JAN コードの 13 桁の数字を手
入力しなくてはならず、作業時間が
余計にかかってしまう。
　イオンディライトでは、このよう
な例に対して、都度、各メーカーに
連絡し改善を求めているが、あらた
めて「支障なく読み取りできるバー
コードをソースマーキングすること
の重要性」を再認識した。
　イオンディライトでは、すでにほ
ぼ全ての商品にバーコードが表示さ
れていることから、各店舗での発注
や在庫管理へのバーコード活用によ
る、きめ細かい商品管理の拡大も期
待したい。

（グロサリー業界グループ
　清水、芥川）

写真②　読み取りに支障が出る可能性が
あるバーコードの例
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製・配・販連携協議会とは

　製・配・販連携協議会は、消費財
分野におけるメーカー（製）、中間
流通・卸（配）、小売（販）の連携
により、サプライチェーン・マネジ
メントの抜本的なイノベーション・
改善を図り、もって産業競争力を高
め、豊かな国民生活への貢献を目指
すことを目的に、2011 年 5 月に正
式発足した。
　本協議会の設立に当たっては、ま
ず 2009 年度に、発起人 15 社の方々
にお集まりいただき、各社が抱えて
いる取引上の問題点についての議論
を重ね、その結果、製・配・販がお
互いに連携し、協力することで、消
費財の流通において全体最適化を実
現することが可能であるとの合意に
達し、ビジョンとしてまとめられた。
　このビジョンを実現するために、
2010 年度、製・配・販が協働で取
り組んできた具体的なテーマは、

「返品削減」、「配送最適化」、「流通
BMS の推進」であった。
　その後、2011 年度から、「返品
削減」と「配送最適化」を中心に、

「デジタル・インフラ検討」、「日付
情報等のバーコード化」、「サプライ
チ ェ ー ン 効 率 化 の た め の 情 報 連
携」、「賞味期限の年月表示化」、「商
品情報授受の効率化に向けて」、「商
品情報の多言語化」など、毎年、情
報連携に関する新たなテーマを取り
入れながら検討を進めてきた。
　この中でも特に、「商品情報の多
言語化」に関しては、単なるワーキ
ング・グループでのあるべき姿の検
討だけではなく、店頭での実証実験
を経て、「多言語商品情報提供サー
ビス」として、多言語商品情報デー
タプールの構築と、商品のバーコー

ドを読んで、そこにアクセスするた
めのスマホ用のアプリを公開するな
ど、実運用を進めている。

2017 年度の成果報告

　2017 年度は、これまでの活動を
踏まえ、「ロジスティクス最適化ワ
ーキング・グループ」、「多言語商品
情報プロジェクト」、「電子タグ勉強
会」の 3 つのプロジェクトに取り
組んだ。「ロジスティクス最適化ワ
ーキング・グループ」（前年度まで
の加工食品 WG・日用品 WG を統合）
においては、返品削減・配送効率化
に関する継続的な取り組み、つまり
返品実態調査と事例共有、さらにム
ダ・ムラ・ムリの一層の削減に向け
た議論を行った。「多言語商品情報
プロジェクト」では、実運用に向け、
関連データプールやアプリの開発を
進め、各種普及推進策を検討・実行
しながら、多言語商品情報提供サー
ビスの実運用を開始した。新規テー
マの「電子タグ勉強会」では、経済
産業省が行う実証実験の取り組みに
ついて情報共有するとともに次世代

の消費流通の在り方をディスカッシ
ョンした。
　2017 年度の検討成果については、
2018 年 7 月 6 日明治記念館（東京
都港区）で開催された「製・配・販
連携協議会総会／フォーラム」（写
真①）にて、「ロジスティクス最適
化ワーキング・グループ」について
は、花王グループカスタマーマーケ
ティング㈱ 流通開発部門 副統括 青
木 薫氏より、「多言語商品情報プロ
ジェクト」については、花王グルー
プ カ ス タ マ ー マ ー ケ テ ィ ン グ ㈱
KCT 推進部 部長 斎藤伸也氏より、

「電子タグ勉強会」については、経
済産業省 消費・流通政策課 係長 加
藤彰二氏より報告され、承認された。
　続いて、「製・配・販連携協議会
の今後の運営方針について」は、事
務局の（公財）流経済研究所 専務
理事 加藤弘貴氏より、背景、設置
テーマ、運営組織、運営方法、参加
メンバーなどについて報告され、承
認された。
　2018 年度は、2017 年度同様、「ロ
ジスティクス最適化ワーキング・グ

製・配・販連携協議会 2017 年度成果報告
−わが国流通の効率化推進に向けた活動成果報告−

写真①　製・配・販連携協議会総会／フォーラム　会場風景
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ループ」、「多言語商品情報プロジェ
クト」、「リテールテクノロジー勉強
会」の 3 つのテーマを設置する予
定である。

「サプライチェーン イノベーショ
ン大賞」受賞式

　次に、今年で 3 年目となる「サ
プライチェーン イノベーション大
賞」の表彰授与式が行われた。「サ
プライチェーン イノベーション大
賞」は、サプライチェーン全体の最
適化に向けて、製・配・販各層の協
力の下、優れた取り組みを行い、業
界をけん引した企業に対して、その
功績を賞するために、2015 年度よ
り設けられたものである。
　本年度の大賞は、「ビール 4 社「配
送効率化」取組み事例」で、アサヒ
ビール㈱、キリングループロジステ
ィクス㈱、サントリー MONOZU-
KURI エキスパート㈱、サッポロビ
ール㈱、日本酒類販売㈱が共同受賞
した。優秀賞受賞企業は、花王㈱、
大塚製薬㈱（当日欠席）、㈱日本ア
クセス、㈱フジの 4 社であった（写
真②）。
　表彰状は、経済産業省 商務・サ
ービス審議官 藤木俊光氏の代読

で、大臣官房審議官（商務・サービ
ス担当）小瀬達之氏より、受賞企業
各社に、手渡された。
　受賞企業の中から、メーカーを代
表してアサヒビール㈱ 執行役員 生
産本部 物流システム部長 児玉徹夫
氏、卸売業の立場から日本酒類販売
㈱ 常務執行役員 情報物流本部長 佐
藤 稔氏よりごあいさつをいただい
た。
　サプライチェーン イノベーショ
ン大賞の審査報告と総評について
は、審査員を代表して専修大学大学
院 商学研究科 教授 渡辺達朗氏より
ご報告いただいた。

受賞各社の事例の概要

　大賞受賞の「ビール 4 社「配送
効率化」取組み事例」については、
表彰式後、サントリー MONOZU-
KURI エ キ ス パ ー ト ㈱ 執 行 役 員　
SCM 本部 物流部長 小栗章敬氏よ
り、事例発表があった。具体的な事
例の内容は、北海道の遠隔地エリア
に対し、鉄道コンテナを活用した共
同配送を行った事例、関西・中国〜
九州間の拠点間輸送（社内輸送）に
鉄道コンテナを共同利用するモーダ
ルシフト事例、着荷主である日本酒

類販売と発荷主であるビール 4 社
が共同して「トラック待機時間の削
減」に着手し、日本酒類販売の「荷
受け効率化」にもつながった共同取
り組みの事例から構成されている。
　優秀賞受賞の花王・花王グループ
カスタマーマーケティングの事例
は、A チェーンストアにおける最も
返品の多い “ シーズン品 ” の返品削
減活動で、年間定番化や在庫コント
ロールの実施、改廃品の売切り実施
などを行った事例。
　大塚製薬の事例は、工場直送促
進、長距離配送削減、共同配送促
進、時間指定納品解除、小口配送削
減、積替え作業削減、機材指定納品
解除などを重点項目とする「配送効
率化」と、適正な発注・在庫数、ロ
ット別出荷管理、専用センター化、
製・配・販で取り組み強化などを問
題解決のための課題とし、「返品削
減」の具体的な改善効果を出した事
例。
　日本アクセスの事例は、入荷曜日
の削減、入荷物量の平準化を中心と
した入荷業務の平準化によるメーカ
ー様納品車輛低減と待機時間削減の
サプライチェーン全体最適化に向け
た取り組み事例。
　フジの「配送最適化取組事例」は、
衣料分科会では、センター稼働日の
変更、発注・納品再構築、未通過カ
テゴリーのセンター化、SCM ラベ
ルの変更による取り組み事例、食品
分科会では、日用品・家庭用品部門
納品頻度変更、四国地区のチルドセ
ンターの新カートラックの導入とい
ったマテハン変更、冷凍商品のフロ
ーズンセンター一元管理といった納
品温度の最適化の取り組み事例と、
殺虫剤の返品削減への取り組み事例
であった。
　各受賞事例については、製・配・
販連携協議会のホームページでも、
公開中である。

（製・配・販連携協議会事務局　上田）
写真②　受賞企業の各代表者
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　2018 年 6 月 14 日、当センター
は Auto-ID ラボ・ジャパン（慶應
義塾大学）と共同で、第 14 回 EPC 
RFID FORUM をベルサール飯田橋
駅前（東京・千代田区）にて開催し
た。同時に会場の一角に展示ブース
を設け、GS1 Japan パートナー会
員企業によるパネルや実機の紹介も
行った。300 名弱が参加し、盛況な
フォーラムとなった。
　本稿では、4 名の講師による講演
の概要について報告する。

「電子タグ 1000 億枚宣言の背景
と狙い・今後の展開」 
経済産業省 消費・流通政策課 係長 
加藤 彰二氏

　現状の流通は人口減少に伴う売り
上げ減少、消費者の多様化、労働力
不足などさまざまな課題が存在し、
これらの問題がビジネス環境を揺る
がしかねない状況である。
　また EC の拡大も見逃せない。収
集した消費者データを基に、さまざ
まなテクノロジーを取り入れた新し
いサービスを提供する動きが世界中
で広がっている。このような中で海
外の巨大な事業者と戦うために、わ
が国でメーカー・物流・卸・小売・
消費者で情報共有したプラットフォ
ームが作れないかと考えている。
　この情報共有するツールの一つに
電子タグがある。電子タグは優れた
ツールだが、まだ課題もある。さら
なる価格の低廉化、読み取り精度の
向上、タグ貼付の簡素化、標準コー
ドの普及などが求められている。
　これらの課題の解消を進めるため
2017 年 4 月に経産省ではコンビニ
事業者 5 社と共同で「コンビニ電
子タグ 1000 億枚宣言」を発表し、
2025 年までに 5 社の全ての取扱商

品 に タ グ を 導 入
し、そこから得ら
れる情報をサプラ
イチェーンで共有
し、より効率的な
世界を目指すこと
を宣言した。
　もちろん、これは
簡単には実現でき
ないが、将来的な
タグのニーズを世
に示すことで、これらの課題解決に
挑戦しようとする動きが各所で出てき
たことは大変意義のあることである。
　またコンビニ以外でもドラッグス
トアがこの宣言に乗り、同一条件で
電子タグ活用に挑戦したいと手を挙
げた。今後はコンビニ、ドラッグス
トアに加え、スーパー、GMS など
電子タグが普及するための仲間を増
やすことが経産省の行おうとしてい
る大きな道筋である。
　これを進めるために、2017 年度は
サプライチェーン全体で在庫情報を
共有する基盤を作る実験を行った。
今年度はこれを一歩進め、電子タグ
を用いて付加価値を出す実験を考え
ており、具体的にはスマートシェル
フやダイナミック・プライシングな
どの提案が挙がっている。効率化だ
けでなく、電子タグに付加価値を付
けるアイデア、サービス、技術をぜ
ひ皆さんからご提案いただきたい。

「経済産業省・電子タグ 1000 億
枚宣言の取組状況」 
大日本印刷㈱ 情報イノベーション
事業部 C&I センター・IoST プラッ
トフォーム本部・IoST サービス企
画開発部 第 1 課 課長 中野 茂氏

　電子タグへの問い合わせが増えて
いる理由は人手不足で、思った以上

に労働力確保に苦慮している実態が
うかがえる。現行のサービスが数年
後は受けられなくなる可能性がある。
　そこで当社は、現時点で打てる手
を打とうという経産省の取り組みに
参加している。経産省の委託実験は
コンビニ 5 社、メーカー 8 社の協
力 を、 ま た 情 報 共 有 の 仕 組 み 

（EPCIS）および電子タグ・リーダ
などの機器は東芝テックを中心に
RFID 関連ベンダーの協力を得て実
施した。
　EPCIS はメーカー・卸・物流セ
ンター・小売のそれぞれで出荷・入
荷のログを取る形でデータを格納
し、その後、特定の商品が「いつ、
どこに」あったのかを検索すると答
えが返ってくるイメージである。
　今回の実験では、ファミリーマー
トで電子タグを使った決済ができる
レジを使用した。ローソンとミニス
トップの会計処理については、時間
的な問題もあり、従来のバーコード

（JAN シンボル）で行った。レジカ
ウンターの天板裏にリーダアンテナ
を設置し、カウンター上にタグ付き
の商品が置かれると EPCIS 上のス
テータスを「購買済み」に変える形
で運用した。今回のようにメーカー
から店舗まで異なる事業者間で電子
タグを使って情報共有した取り組み

流通における電子タグとそのデータ活用の方向性
−第 14 回 EPC RFID FORUM−

会場風景
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は恐らく世界初ではないかと思う。
　今回は電子タグから商品 ID を読
み取り、EPCIS という仕組みを使っ
てサプライチェーン上の関係企業間
で共有できることを確認した。ただ
し残課題はいくつかあり、次の機会
に検証が必要と考えている。さらに
新たなステップへと進んでいきたい。

「海外におけるサプライチェー
ン・データ ―EPCIS― 活用動向」 
Senior Manager Identification/
Data Carrier GS1 Standards + 
Products，GS1 Germany Ralph 
Tröger 氏

　サプライチェーン上のさまざまな
データを取得しそれを共有するメリ
ットについて、GS1標準の EPCIS
を通して説明する。また、その事例
に EPCIS がベースのトレーサビリ
ティ・プラットフォーム「fTRACE

（エフトレース）」を紹介したい。
　典型的なサプライチェーンの例は、
生産－ピッキング－梱包－出荷、受
領－品質管理－販売という業務プロ
セスであろう。また例えばトレーサビ
リティの観点から物流上の品質を管
理する場合、業務プロセスにおける
さまざまな事実を電子データとして捉
えなければ確認することはできない。
　EPCIS では業務プロセスの情報
を取るに当たり、個々のプロセスを
イ ベ ン ト と し て 捉 え、「 何 が

（What）」、「いつ（When）」、「どこ
で（Where）」、「 何 が 起 き た の か

（Why）」の四つの情報カテゴリーを
使って、定められたフォーマットに
従いデータ化する。「何が（What）」

については GTIN や SGTIN（注 1）な
どの商品 ID をデータとして取得す
る。「いつ（When）」はイベントの
発生日時である。「どこで（Where）」
は GLN（注 2）あるいは緯度経度など
の場所情報として取得する。「何が
起きたのか（Why）」は業務プロセ
スの流れの中で、今どのような段
階、あるいは状態にあるかを実際の
取引情報とリンクしてデータ化す
る。以上のように EPCIS はイベン
トデータを蓄積し共有することで、
倉 庫 管 理 や BI（Business Intelli-
gence）、トラック & トレース、資
産管理などさまざまな用途に使用す
ることができる。
　「fTRACE」 は GS1 の EPCIS 標
準に基づいて構築されたプラットフ
ォームである。これを活用すれば中
小企業でも食品を中心としたトレー
サビリティ情報を取引先に提供でき
る。fTRACE には 6 万 5000 以上の
商品識別コードが登録されており、
最終製品だけではなく原材料や中間
品も含まれる。またサプライヤー数
420 社、25 ヵ国以上で活用され、
小売店だけでなく川上から川下まで
活用できる。ドイツ食肉業界トップ
100 社のうち、75％超の企業が利
用している。
　最新のソリューションにエデカ社
の「フレッシュ・カウンター・ソリ
ューション」がある。紙ベースの台
帳管理をなくし、消費者が店頭でこ
のシステムを直接操作して、購入し
ようとしている牛の飼育場所や食肉
処理された場所を知ることができる。
　EPCIS に つ い て は「EPCIS and 

CBV Implemen-ta-
tion Guideline（EP-
CIS お よ び CBV 導
入ガイドライン）」
で詳説している。
流開センター HP に
日本語参考訳が掲
載されているので、
ぜひ活用していた

だきたい。
（注 1）�GTIN: Global Trade Item Num-

ber、SGTIN: Serialized GTIN
（注 2）�GLN: Global Location Number

「電子タグが支配する未来のマー
ケティング」 
プロクター・アンド・ギャンブル・ジ
ャパン㈱ エンタープライズ データサ
イエンス シニアデータサイエンティ
スト 今村 修一郎氏

　電子タグはサプライチェーンで利
用するだけではメーカーのメリット
は薄い。メーカーに必要なのは売り
上げの向上で、まずは小売店舗での
マーケティング活用が考えられる。
電子タグを使って消費者起点の需要
喚起が可能になれば市場が拡大し、
われわれの売り上げも上がる。電子
タグにより店頭のマーケティングが
進化し、個品ごとや個人ごとに一層
適切に行われるようになり、店頭で
消費者が楽しみながら購買すること
で需要が創造される。
　さらに消費者の家庭内での「ホー
ムマーケティング」が誕生すると考
えている。商品自体が家庭内でもネ
ットにつながれば、商品が使われる
場所でマーケティングができるよう
になり、電子タグが商品自体に付け
られることで、買われてから捨てら
れるまで正確にトラッキングができ
るようになる。これにより市場拡大
が見えてくる。市場拡大につながる
良いアイデアをどれだけ持ち込める
かで電子タグの普及は決まってくる。
　電子タグがサプライチェーンの問
題を解決することは間違いないが、
それだけではなくストアマーケティ
ングとホームマーケティングの二つ
において革命的な役割を果たして需
要が伸びる可能性がある。今後、電
子タグがマーケティングを支配して
いくことはほぼ間違いないであろう。

（広報室／
アパレル・T&L業界グループ）

展示ブースの様子
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　「GS1 Connect 2018」 が、6 月
5 日から 7 日、米国 アリゾナ州フ
ェニックスで開催され、約 1300 名
の参加があった。GS1 Connectは、
GS1 US のアニュアルイベントで
あり、主に GS1 US の活動方針の
発表や GS1 US が主要ユーザー業
界と位置付けている、①小売業界、
②グロサリー業界、③生鮮業界、④
外食・業務用食品業界の事例発表、
および GS1標準に関するトレーニ
ングなどが行われた。

データベース事業のさらなる強化

　GS1 US CEO のカーペンター氏
は基調講演にて、デジタル時代にお
ける GS1の識別コードの有用性と
データベース事業、サービスをさら
に強化していくことを表明した。
　近年、大量の情報が社会にあふ
れ、デジタル化・ネット化が加速す
る環境では「正確」な情報を「的確」
に消費者、取引先へ提供することが
企業に求められている。GS1標準
の核である GS1識別コード（ID）
は国際的にユニーク（一意）な識別
コードであり、この ID をベースに
したデータベース、サービスはより
高い品質のデータをスムーズに必要
な組織、消費者へ的確に届けること
を 可 能 に す る。 従 っ て、 今 後 も
GS1 US は標準データベースの発
展とその関連サービスの開発を行う

とともに、データの品質向上プログ
ラムをさらに強化していくことを強
調した。

メインセミナー

　GS1 Connect のメインとなるセ
ミナーは、前述した業界ごとに複数
の会場で同時に実施される。各企業
の担当者より GS1標準やソリュー
ションを活用した業務効率化や安全
性向上の事例が発表された。例えば
グ ー グ ル は Google Manufacturer 
Center という製造者が自社の商品
情報を登録するサービスを開始し
た。このサービスの目的の一つとし
て、消費者が利用できる情報の充実
が挙げられており、登録する必須項
目には GS1の識別コードの一つで
ある GTIN（JAN コード）も含まれ
ている。グーグルによる検証結果で
は表示率やクリック率も約 20 －
40％上昇しているため、積極的な
登録が呼びかけられた。6 月現在
10 ヵ国でサービスを開始してお
り、日本でも近日中にサービス開始
予定であるとのことである。
　また大手外食チェーンのサブウェ
イ で は、 店 舗 へ 納 入 す る 商 品 に
GTIN、日付情報（賞味期限）、ロッ
ト番号を GS1-128 シンボルでバー
コード化し、ロット単位でのトレー
サビリティを開始した。同時に商品
情報の管理に GS1標準の一つであ

る GDSN の 活 用
を開始し、スムー
ズで正確な情報連
携を目指している。
　世界最大手の小
売業、ウォルマー
トはオンライン販
売やオムニチャネ
ル強化の視点から

も従来以上に正しい商品情報が必要
になっていることを強調し、GDSN
を活用した商品登録の要請と GS1 
US が提供しているデータクオリテ
ィープログラムの活用を呼びかけた。

GS1 US University および 
GS1 Standard and Solutions

　同セッションでは、GS1 US の
職員が講師を務め、GS1標準に関
する概要や最新の標準化動向を紹介
し て い る。GS1 US University は
GS1 Connect の前後に開催され、
GTIN・バーコードシンボルといっ
た基礎から EDI・データベースまで
8 つのコースが用意され、中には休
憩を挟みつつ 7 時間半にわたるも
のもある。整理された正しい知識を
専門家から直接学ぶことができる。
一方、GS1 Standard and Solutions
では最新の標準化動向や新しいサー
ビスの紹介が行われた。またイベン
ト開催中には GS1 US の職員が常
駐するブースも設けられており、
GS1 US の各分野の専門家約 20 名
が参加者からの多岐にわたる質問に
も回答していた。

　ここでは紙面の関係上割愛するが
GS1標準を活用している企業によ
る展示ブースや特定企業の担当者

（例：ウォルマート）を中心にテー
ブルを囲み、食事を取りながら気軽
にミーティングを行うことができる
ユーザーラウンドテーブルなどもあ
り、GS1 US およびユーザー企業
間の交流を促進するイベントも多く
用意されている。
　2019 年は 6 月 19 日から 21日にコ
ロラド州デンバーで開催予定である。
（コード登録管理グループ　大島／

グロサリー業界グループ　岩崎）

GS1 Connect 2018
−米国におけるGS1標準普及の取り組み−

GS1 Connect 2018 基調講演
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　GS1 Canada は、GS1加盟組織の
中でも、商品情報を活用したサービ
スの提供に注力している。2018 年
6 月に、GS1 Canada を訪問しサー
ビス内容をヒアリングしたので、紹
介する。

GS1 Canada の概要

　GS1 Canada は、 従 業 員 数 約
260 名で、トロントにメインオフィ
スを構えている。モントリオールに
もサブオフィスがあり、20 〜 30
名のスタッフが商品情報の収集（商
品情報の代行登録や商品画像の撮
影）などを行っている。GS1の中
では、比較的規模の大きな組織であ
る。

理事会とサービス提供の仕組み

　GS1 Canada では、業界と密接
に連携して商品情報をさまざまな形
で提供している。これは、図の通
り、GS1 Canada の理事会が、業
界理事会とガバナンス理事会の 2
レベルから成り立っていることによ
り実現している。
　GS1 Canada が提供するサービ
スは、まず、業界理事会で業界共通
の課題やニーズを抽出し、それらを

解決するために GS1 Canada の取
り組むべき内容が決められ、その上
にあるガバナンス理事会の承認を受
けた後、開発される。業界で必要と
されるサービスを提供しているた
め、広く利用されている。
　業界理事会が設置されているのは
以下の通りで、理事会メンバーは各
業界のリーディングカンパニーのト
ップから選出されている。
・フードサービス業界理事会
・グロサリー業界理事会
・ジェネラルマーチャンダイズ業界

理事会
・ファーマシー業界理事会
・ヘルスケア業界理事会

ECCnet サービス

　GS1 Canada は ECCnet Registry
という、カナダ最大の商品情報レジ
ストリーを運用している。年間約
20 万商品がこのレジストリーで更
新（登録）されている。
　登録された商品情報を活用し、以
下の 9 つのサービスを ECCnet サー
ビスとして提供している。
① �ECCnet New Item Setup：サプ

ライチェーン用の新商品を登録
するためのサービス

② �E C C n e t 
eCommerce 
Content： オ
ンライン用の
消費者向け商
品情報を共有
するためのサ
ービス

③ �ECCnet Pla-
nogram Con-
tent：棚割の
管理を行うた
めのサービス

④ �ECCnet Marketing Content： チ
ラシや広告の作成に使うための
サービス

⑤ �ECCnet Foodservice Content：
食品用のオンラインカタログに
活用されるサービス

⑥ �ECCnet Recall：リコール発生時
に関係者に迅速に通達を行うた
めのサービス

⑦�ECCnet Incident Reporting： 消 費
者向け商品の事故管理とカナダ保
健省への報告を行うためのサービス

⑧�ECCnet Nutritional Content：商品
パッケージに含まれる商品情報の
管理・共有を行うためのサービス

⑨�ECCnet Pharmaceutical Con-
tent：調剤管理を行うためのサー
ビス

　データ登録者は ECCnet Registry
に商品情報を登録することで、複数
の取引相手に必要な情報を必要な形
で届けることができ、データ利用者
は、このサービスにより、必要な情
報を利用できる仕組みである。
　GS1 Canada では、登録データ
の品質を高めることに力を入れてお
り、信頼のおける商品情報を関係者
が共有、管理、利用している。

GS1 Japan の対応

　デジタル社会の台頭により、消費
者はさまざまな販売チャネルから商
品の購入が行えるようになっている
が、チャネルを問わず、同じ商品情
報を入手できることを望んでいるな
ど、信頼のおける商品情報に対する
ニーズが高まっている。当センター
では GS1 Canada など、他の GS1

加盟組織の取り組みを参考に、新た
な商品情報を活用したサービスの提
供について検討を行っている。

（クラウドサービスグループ　森谷）

GS1 Canada 商品情報に関する取り組み
− 業界と連携してサービスを提供 −

図　GS1 Canada 理事会の仕組み

（出所）GS1 Canada プレゼン資料より抜粋

ガバナンス理事会

業界理事会
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　2018 年 8 月、 当 セ ン タ ー は
GS1標準バーコードの読み取りと
データの簡易チェックを行うための
ス マ ー ト フ ォ ン ア プ リ「GS1  
Japan Scan」を公開した。
　JAN シンボルや ITF シンボルは
GTIN（JAN コ ー ド（GTIN-13） や
集 合 包 装 用 商 品 コ ー ド（GTIN 
-14）など）を表示するためのバー
コードであり、すでに一般消費財に
広く用いられているが、GS1では、
GTIN に加えて、有効期限やロット
番号などの属性情報も表示できる 
さまざまなバーコード（GS1-128
シンボル、GS1データバー、GS1
データマトリックス、GS1 QR コ
ード）を用意しており、日本におい
ても業界ごとにそれらの利用が進め
られている。
　しかし、これらのバーコードは一
見しただけでは、どのバーコードが

使用されているのか、どのデータが
表示されているのかが判断しにく
い。時としてバーコードの選択ミス
なども起こっており、そのため、
GS1標準のバーコードが正しく表
示できているのかを確認したいとい
う要望も強くなってきている。
　このような背景から、当センター
で は、 表 示 さ れ た バ ー コ ー ド が
GS1標準バーコードであるかを確
認し、バーコードに書き込まれたデ
ータを項目ごとに切り出して表示す
るアプリを開発した。
　本アプリは全ての GS1標準バー
コードの読み取りを行うことができ
るが、特にヘルスケア商品（医療用
医薬品、医療機器等）、食品原材料
に関しては、読み取ったバーコード
が国内で指定あるいは推奨されてい
るものであるかを確認でき、さらに
データ項目の簡易チェック機能も有

したものとなっている。これらの機
能により、例えば、一見しただけで
は違いが分からない GS1-128 シン
ボルとコード 128 シンボル、GS1
データマトリックスとデータマトリ
ックス、あるいは GS1 QR コード
と QR コードを確実に見分け、さら
に業界ごとに求められているデータ
項目の確認を行うこともできる。
　バーコード作成時はもちろん、読
み取りエラーの際の原因解明にも手
軽に使用いただきたい。
　アプリには Android 版、iOS 版が
あり、それぞれ Google Play、App 
Store から無料でダウンロードでき
る。詳しくは当センターホームペー
ジをご覧いただきたい。

（ソリューション第1部　植村）

スマートフォンアプリGS1 Japan Scan 公開
−GS1標準バーコードの正しい利用のために−

GS1 Japan Scan

10 流開センターニュース  No.219



　当センターは 2018 年 7 月より、
GS1事業者コードの登録事業者が
3 年ごとに行う更新手続きに、イン
ターネット申請（以下、更新ネット
申請）の受け付けを開始しました。
更新ネット申請について、よくある
質問と回答を紹介します。

Q-1：�更新手続きをインターネッ
トから行いたいのですが、
どうすればよいですか？

A-1：�更新ネット申請の手順は次
のとおりです。
①�　有効期限の約 1 〜 2 ヵ

月前に、更新ネット申請対
象事業者へ「インターネッ
ト申請 ID」と「パスワード」
が記載された更新申請書が
郵便で届きます。

②�　当センターのウェブサイ
ト内、「GS1事業者コード」
の ペ ー ジ（URL：http://
www.dsri.jp/jan/） に ア ク
セスし、GS1事業者コー

ド管理担当者の E メールア
ドレスを登録します。

③�　登録した E メールアドレ
スに届く申請用 URL にア
クセスし、「インターネッ
ト申請 ID」と「パスワード」
を入力した上で、申請情報
の入力をします。

④�　更新申請料を支払いま
す。支払い方法は 1）ゆう
ちょ銀行払込票払い、2）
銀行振込、3）コンビニ払い、
4）ペイジー払いの 4 つか
ら選択できます。

⑤�　当センターにて更新申請
料の入金確認を行い登録情
報の更新後、「登録通知書」
が担当者へ郵便で届きます。

Q-2：�インターネットから更新手
続き後、メールで更新完了
通知をもらえますか？

A-2：�更新手続き完了後の通知は
登録事業者の所在地確認が

必要なため、メールでは行
っていません。

Q-3：�更新手続きは携帯電話、ス
マートフォン、タブレット
端末からもできますか？

A-3：�携帯電話、スマートフォン、
タブレット端末には対応し
ていません。インターネッ
ト環境のあるパソコンから
お手続きください。

Q-4：�更新ネット申請の ID とパス
ワードが分からなくなりま
した。どうすればいいです
か？

A-4：�2018 年 7 月以降に郵便で届
いた「GS1事業者コード更
新申請書」に記載されてい
ますので、ご確認ください。
なお、更新申請書が見当た
らない場合は、当センター
へお問い合わせください。
（コード登録管理グループ）

GS1事業者コード更新ネット申請に関する
Q&A

ID・パスワードが記載された更新申請書が届いた事業者の方が対象です

〈JANコード見本〉
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入門講座ご案内
当センターでは、2018年度バーコード、流通BMS、医療用医薬品・医療機器バーコード の各入門講座を開催しています。
初めての方にも分かりやすく説明いたしますので、ぜひご参加ください。

基礎からはじめる

参加費
無料

参加費
無料

バ ー コ ー ド 入 門 講 座バ ー コ ー ド 入 門 講 座

入門講座ご案内

  10 月 11 日 ( 木 )
  11 月 7 日 ( 水 )
  11 月 28 日 ( 水 )

  11 月 13 日 ( 火 )

2018 年 9 月 19 日 ( 水 )

2018 年 9 月 27 日 ( 木 )

　2018 年 10 月 10 日 ( 水 )

　2018 年 10 月 18 日 ( 木 )

大阪市東淀川区東中島 1-18-22　丸ビル別館
　JR 新大阪駅東口より徒歩 2分、地下鉄御堂筋線新大阪駅⑤、⑥番改札出口徒歩 8分

新大阪丸ビル別館　3-5 号室

当センター会議室（東京都港区赤坂 7-3-37プラース・カナダ2F）

2018 年 10 月 19 日 ( 金 )

静岡県静岡市駿河区馬渕 1-17-1
　JR 静岡駅北口より徒歩 10分

静岡県男女共同参画センター　あざれあ　第 3会議室

　地下鉄　銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目」4番出口徒歩 4分

受講対象者：これからバーコードを導入する事業者の方。
　　　　　　商品メーカー・卸売業・小売業・IT企業・物流業など。

流通 BMS入門講座について プログラム （14:00～16:30）

流 通 B M S 入 門 講 座流 通 B M S 入 門 講 座

　地下鉄 銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目」4番出口徒歩 4分

流通EDIの概要
流通EDIの基礎、流通BMSの導入メリット、最新状況など

第１部
14:00～15:10

流通BMSの基礎知識
運用プロセス、メッセージ項目、導入の流れ
ガイドラインやメッセージ項目一覧の見方など

第２部
15:20～16:30

※第1部のみ、第2部のみ、の受講も可能です。
※ガイドラインとは、流通BMSの業務プロセスと各メッセージおよびデータ項目などについて解説したものです。

本講座は、誰でも無料で参加できる講座です。流通EDIの基礎知識から流
通BMSの利用方法まで幅広く学ぶことができます。

流通システム開発センター

流通システム開発センター

（13:30～15:30（※途中 10分休憩））

URL：http://www.dsri.jp/ryutsu-bms/event/edi.html

E-mail：kouhou@dsri.jp

※プログラム内容につきましては、当センターまでお問い合わせください。

Tel：03－5414－8502

URL：http://www.dsri.jp/seminar_book/seminar/

これから流通業のシステムを担当する方、流通BMSの導入を検討している
ユーザー企業の現場・システム部門の方、ユーザー企業をサポートする
SI企業の方など

新大阪丸ビル別館　5-2 号室
大阪市東淀川区東中島 1-18-22　丸ビル別館
　JR 新大阪駅東口より徒歩２分、地下鉄御堂筋線新大阪駅⑤、⑥番改札出口徒歩８分

大阪会場：

東京会場：

静岡会場：

2018 年 10 月 25 日 ( 木 )

愛知県名古屋市中村区椿町 18-22ロータスビル 5F
　JR 名古屋駅新幹線口（太閤通口）より徒歩 3分

イオンコンパス名古屋駅前会議室 Room A
名古屋会場：

国際標準の商品識別コードとして利用されている、JANコード、
集合包装用商品コードに関する基礎。その他の関連情報。
⑴ JANコード
　 コード体系、利用方法、JANシンボルの印刷など

⑵ 集合包装用商品コード
　 コード体系、利用方法、ITFシンボルなど

⑶ GTIN（Global Trade Item Number）

⑷ その他の関連情報の紹介

参加費
4,320円

講座概要

医療用医薬品・医療機器バーコード入門講座医療用医薬品・医療機器バーコード入門講座
会　　場

大阪：マイドームおおさか ８階第１会議室
　（大阪市中央区本町橋2-5）
　地下鉄 「堺筋本町」12番出口 徒歩6分
　　　　 「谷町4丁目」4番出口 徒歩7分

10月1日～11月19日
11月30日（金）
13：30～　
　　16：30

東京：当センター会議室
　（東京都港区赤坂7-3-37プラース・カナダ2F）
　地下鉄 銀座線・半蔵門線・大江戸線　
　「青山一丁目」 4番出口 徒歩4分

12月3日～
　  2019年1月14日

2019年
1月24日（木）
13：30～　
　　16：30

開催日時 受付期間
※定員になり次第締め切ります

⑴日本国内のバーコード表示ルール
医療用医薬品と医療機器のバーコードの表示は、食品や雑貨など
一般的な商品と違い、厚生労働省通知によって国内での表示ルー
ルが定められています。しかも医療用医薬品と医療機器とでは、
それぞれのルールが異なっています。
本講座では、バーコード表示の基礎を解説するとともに、医療用
医薬品と医療機器について、厚生労働省通知の内容をそれぞれ解
説します。
⑵海外の最新情報
昨今、海外ではバーコード表示に関する規制が進められています。
本講座では、海外のバーコード表示に関する最新情報とともに、
日本と海外ルールの主な違いについても解説します。

流通システム開発センター ヘルスケア業界グループ
Tel：03－5414－8535 E-mail: dsh16@dsri.jpウェブサイト上のお申し込みフォームよりお申し込みください。

http://www.dsri.jp/seminar_book/seminar/healthcare_barcode.html

一人 4,320 円（税込）＊事前振込制
参加費
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